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アメリカの金融危機に端を発した世界的な経済危機は、日本経済に「100年に一度」とも言われる深刻な影響をもたらしています。
自動車など大企業の「非正規切り」による大量解雇は、「働く貧困層」を膨大につくり出し、「非正規切り」と連動して、正規労働者にもかつてないリストラ攻撃が加えられ、配転・出向、賃下げなどがすすめられ、雇用破壊が一大社会問題になっています。
日本経済を根本的に立て直すためには、人口の圧倒的多数を占める労働者の雇用の安定をはかり、「働くルール」を確立することが不可欠であり、労働者・国民のくらしを豊かにする大幅賃上げ、均等待遇実現、社会保障充実、中小零細企業支援、農林漁業振興など内需拡大型の施策に転換し、個人消費を拡大することが焦眉の課題となっています。

私たちは、いまほど、大企業の法令順守とＣＳＲ（社会的責任）が厳しく問われているときがないと考えています。とくに輸出型大企業は、莫大な内部留保を蓄え、株主配当をおこなう一方で、「減収減益」の責任を労働者・国民に転嫁し、さらなる「高蓄積体制」を確立しようとしています。
非正規雇用の拡大と成果主義賃金の導入は、「貧困と格差」を拡大し、労働者の困窮度をつよめ、メンタルヘルスの増長・健康破壊をもたらし、将来の日本を担う若年層の希望を見失わせており、国際的批判の的にもなっています。

私たちは、すべての企業が憲法の基本原則およびILOなどの国際基準に則り、「人間らしく生き、働くルール」を確立し、もって社会的責任を果たすことをつよく要求するものです。

本日は、全国から25労組・争議団が参加し、すべての争議の早期全面解決を要求して「5･２8争議支援総行動」を展開しています。

貴社におかれましては、いまこそ企業の社会的責任を果たすためにも関連する争議の早期全面解決のために、真摯に対応されるよう、下記事項について強く要請します。

記
一、親会社として明治乳業争議への当事者責任を明確にされ、東京高裁が判示した事実認定を真摯に受け入れ、貴社の責任で直ちに争議収拾に向けたテーブルを設定すること。
一、食の｢安全・安心｣など消費者・国民の信頼に応えるためにも、労働争議や不祥事・不正行為などが続発する明治乳業の異常企業体質を断ち切り、健全な企業活動を行うこと。
一、貴社は、経営統合を契機に効率化に向けたグループ再編を検討していますが、雇用破壊・労働条件切り下げなど、非正規職員も含め一切の犠牲を労働者に転嫁しないこと。
　上記、重ねて強く要請いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
